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本研究では、広域的な道路計画を構想から事業化していく一連の手続きについて、計画

決定とＰＩという行為に着目して、①イギリス、フランス、ドイツ（以下「欧州３カ国」

という。）及び日本の道路計画制度と運用を調査する、②各国の制度と運用を比較分析する

ことにより、道路計画制度を定義する構成要素の共通性と独自性を見いだす、③その結果

を日本の道路計画制度と対比し、日本の道路計画制度の設計に役立てる、ことを目的とす

る。 
 
本論文の構成は次の通りである。 
第１章では、本研究の背景、目的及び構成を述べる。第２章では、関連する既往研究を

整理し本研究の位置付けを明らかにする。第３章では、本研究の用語の定義や比較分析の

考え方など基本的考え方を定義する。第４章から第７章では、欧州３カ国及び日本の道路

計画制度の実態について、制度の基本構造、計画決定及びＰＩの概要を整理する。第８章

では、欧州３カ国の道路計画制度の基本構造、計画決定及びＰＩの構成要素について分析

を行うとともに、欧州３カ国に共通する考え方と日本の制度を比較し課題と改善の方向を

示す。第９章では、本研究の内容と国土交通省が設置した研究会の提言や国土交通省のガ

イドラインを比較し、本研究がどのように反映されたかを明らかにする。第１０章では、

各国独自の考え方等に着目し、日本の制度設計にあたって学ぶべき点について考察する。

第１１章では本研究の結論及び今後の課題について述べる。 
 
本研究のオリジナリティをまとめると次の通りとなる。 
まず、研究の方法については、現地通訳等の助けを借りて、ｱ)仮説に基づく法令、ガイド
ライン等による公式手続きの確認、ｲ)欧州３カ国の政府関係者等へのインタビュー及び各

種公文書による確認、ｳ)仮説の再構築と不足情報の収集、のｱ)～ｳ)を繰り返すことで、各

国とも多数の１次情報の収集と運用実態を含めた事実関係の確認を行った。 

次に、研究の考え方については、①道路計画が構想から事業化へと向かっていく手続き

の流れに着目し、「計画決定」と「ＰＩ」からなる道路計画制度の「基本構造」を明らかに

した。これまでは、道路計画制度を一連の流れとしてとらえてきたため、手続きの意味を

明確に認識していなかったが、計画決定とＰＩとに分けることにより、その「基本構造」

を明示的に整理することができた。②現場経験に基づいて日本における道路計画推進上の

課題を分析して、計画決定とＰＩの主な「構成要素」を整理したことにより、現場の課題

解決に直結した内容となった。③「基本構造」と「構成要素」による共通の切り口で、欧
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州３カ国及び日本の制度や運用を比較分析することによって、「各国共通の考え方」と「各

国独自の考え方」を明らかにした。このような各国間の比較分析は既存の研究では行われ

ておらず、今後の各国制度の調査・研究に役立つものと考えられる。 
最後に、研究の効果については、本研究の内容が、国土交通省の設置した研究会の提言

等に活用された。また、この研究会の提言等を踏まえた制度や運用の改善が現場で始まっ

ている。研究成果が現場に適用されその結果が評価できることは、研究と政策の望ましい

関係の一つである。今後、この事例の蓄積が制度の改善につながることが期待される。 
 
本研究により得られた結論は、以下の通りである。 
(1) 道路計画制度の基本的な構造 

 第３章の考え方に基づいて第４章から第７章までの調査を行った結果、欧州３カ国及び

日本の道路計画制度において「各国共通の考え方」が存在しており、その考え方は、①計

画決定は３段階からなる、②ＰＩは計画の評価システムと捉えられる、③道路計画制度は

計画決定とＰＩの統合された仕組みである、ことが明らかとなった。 
① 計画決定は３段階からなる 
計画決定は、構想段階、概略計画段階、詳細計画段階の３つの段階からなる。構想段

階では全国的なレベルでの交通或いは道路網の計画、各路線の事業プライオリティを、

概略計画段階では広域的なレベルで概略のルートや道路構造を、詳細計画段階では詳細

な図面で事業実施を前提とした詳細な道路構造及び道路区域を定めている。このことは、

精度が詳細になるだけでなく、必要性を示す「政策立案」から、「機能設計」である概略

計画を経て、即地的な「構造設計」である詳細計画に、段階的に計画の持つ意意味が変

わることを意味する。 
② ＰＩは計画の評価システムと捉えられる 
ＰＩは、計画の正当性・妥当性を高めるため、計画原案から計画決定に至る手続きの

なかで事業者が計画原案に市民等の意見を反映しようとする行為であり、計画案を評

価・改善するためのＰＤＣＡ＝Ｐ(plan)Ｄ(do)Ｃ(check)Ａ(action)と捉えることができる。
その際、Planは発議・告知＝原案を作成し市民に計画案の内容を発表すること、Doは意
見収集・討議＝計画案に対する市民等の意見を収集し必要な場合には討議すること、

Check は分析・提案＝これらの結果を踏まえて計画案の修正を行い最適な計画案を代替
案とともに計画決定権者に報告すること、Action は計画決定＝計画決定権者が計画内容
を決定し次の段階に進む手続きをとること、である。 
③ 道路計画制度は計画決定とＰＩの統合された仕組みである 
道路計画の手続きは、計画原案→ＰＩ→計画決定→より詳細な計画原案→ＰＩ→計画

決定・・→事業化といった連続的な“流れ”となっており、道路計画制度は、各段階の

計画決定を接点として、計画決定とＰＩとが統合された仕組みである。このため、計画

決定とＰＩの構成要素を定義することで計画制度の骨格が決まる。なお、その根拠につ
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いては、計画決定は道路関連法令の一連として規定し、ＰＩは各国の社会的・制度的背

景を踏まえて規定している。 
 
(2) 日本の道路計画制度の課題と対応 

第８章で欧州３カ国と日本の道路計画制度を基本構造と構成要素による共通の切り口で

比較分析した結果、日本では概略計画段階に課題があり、①計画決定の制度化、②ＰＩの

制度設計が有効であることが明らかとなった。 
① 概略計画段階の計画決定の制度化 
日本では、概略計画段階の計画決定の法的位置付けが明らかでなく、具体的ルートが

行政の内部資料にとどまっていることが課題の原因となっている。このため、計画決定

の手続きを制度化し内容を公表することが有効である。以下に日本の現在の課題と対応

の方向を示す。ｱ)概略計画段階の決定の根拠が曖昧で計画内容が社会的認知を得ていない
ため、計画決定の法令上の位置付け及び社会的認知を得る手続きを確立する。ｲ)計画決定
者が道路局長であることが、計画決定の効力を弱める一因となっているため、決定の効

力を考慮して計画決定者を定め、現場の役割と手続きを定める。ｳ)詳細計画段階で初めて
具体的ルートが示され必要性の議論にまで遡ることが見受けられるため、概略計画の内

容を示しＰＩを行うことを前提として、決定した計画は原則見直さないことをルール化

する。ｴ)判断基準が技術的根拠に偏りがちであるため、多様な価値観を踏まえて判断でき
るよう、計画案に市民の意見を採り入れる手続き、計画案の前提条件や判断基準等を確

立する。 
② 概略計画段階のＰＩの制度設計 
日本では、概略計画段階の計画決定までの手続きが行政内部のみで行われてきたことが

課題の原因となっている。このため、欧州の事例等を参考にＰＩを導入することが有効で

ある。以下に欧州の各国共通の考え方と日本の対応の方向を示す。ｱ)欧州では、概略計画
段階では事業の必要性を確認し市民の意見を入手するために、詳細計画段階では個人に意

見提出の機会を与え個人の権利と公共の利益とを調整するために、ＰＩが行われる。日本

では、ＰＩの目的を明確化し組織内で共有化した上で、これまで内部的に行ってきた手続

きを開かれた制度として再構築する。ｲ)欧州では、ＰＩは発議から計画決定までの手順や
情報の取り扱いがルール化されている。日本では、ＰＩの手順、情報の取り扱い等、基本

的なルールを確立し、案件毎に手続きの妥当性が問題にならないようにする。ｳ)欧州では、
概略計画段階では事業主体が発議～提案までを行い、ＰＩの運営には第三者機関等が関与

している。詳細計画段階では発議告知は事業主体が行うが、これ以外の手続きは事業主体

以外の中立的な第三者が行っている。日本では、中立性、専門性などに配慮しつつ、事業

主体や関連する主体の役割を明確化する。ｴ)欧州では、情報公開を前提として、概略計画
段階では幅広い意見を聴取するが個別に回答は行わない。詳細計画段階では意見に対して

個々に回答する。日本では、都市計画など既存の関連制度との整合を取りながら、現場の
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状況に応じたＰＩの方法が選択できるようにする。ｵ)欧州では、ＰＩに要する期間は、概
略計画段階では発議から大臣報告まで約４ヶ月、詳細計画段階では発議から大臣報告まで

約１年余りを、標準的な期間としている。日本では、意見を聴取するのに必要十分な時間

を考慮した上で、速やかに決定が行われるよう継続的に手続きを改善する。 
 

(3) 道路計画制度への反映状況 

第９章で分析した結果、国土交通省が設置した研究会の提言及び国土交通省のガイド

ラインに対して本研究の結果が反映されていることが明らかとなった。具体的には、ｱ)
研究会提言及びガイドラインの基礎資料として、本研究の研究成果や収集整理した欧州

３カ国の資料が数多く用いられている。ｲ)研究会提言は、課題認識、基本的考え方、新た
な計画決定プロセスの提案において、本研究の内容とほぼ同様である。提言ではこれに

加えて日本の制度への具体的な適用方法についても言及されている。ｳ)ガイドラインは、
基本的考え方等については本研究の内容とほぼ同様であるが、“さらに具体的な運用を示

すべく”策定されたため、「概略計画検討の流れ」や「計画の評価」など現場での具体的

な適用方法についても提案されている。 
 
(4) 今後の課題 

第１０章では、欧州の各国独自の考え方にある「同じような問題意識」とその対処法

に着目し、日本の制度設計にあたって学ぶべき点ついて考察した。具体的には、ｱ)「誰

がどのように決めるのか」について、選挙で選ばれた者が決定権限を持つことが妥当と

思われるが、現実的には、その権限を委任するためのルールの確立が重要である。その

際の協力者は、行政機関だけでなく、ＮＰＯや大学など様々な機関が役割を担う可能性

がある。ｲ)「いかにして計画の実効性を担保するのか」について、法令等の制度面の整備
を行うとともに、決定内容が社会的認知を得る、守らない場合ペナルティが機能するな

ど、適切な運用を積み重ねることが必要である。ｳ)「市民はいかに対応すべきか」につい
て、計画決定は、本来、計画の公共性が私権を優越することを決定する意味を持つ。こ

のため、行政が制度を整備し適切に運用することを前提として、市民が意思決定を行う

一員であることを自覚して、決定過程に主体的に関与し、結果に責任を持って対応する

ことが望まれる。ｴ)「社会システムをどうするか」について、行政や市民の取り組みに加
え、今後は、情報の信頼性を担保する主体、関係者の建設的な議論を導く方法とそれを

担う人材、それらに要する費用を負担する仕組み等の市民参加を支える社会システムを

構築し、運用実績を積み上げることが課題となる。 
また、このような社会を実現するためには、ｱ)将来ビジョンを描いて社会的なコンセン
サスを取り付け、ｲ)行政だけでなく市民や企業、ＮＰＯなど多様な主体を巻き込み、ｳ)
人やお金や知識などの資源を総合的・計画的に投入し継続的に取り組むことが不可欠と

考える。 
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